
建設業許可申請書類の記載例
（四国地⽅整備局管内の国⼟交通⼤⾂許可業者向け記載例）
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この建設業許可申請書類の記載例（法定書類）は、四国地⽅整備局管内の国⼟交通⼤⾂許可業者を対象としています。



この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和 年 月 日

　　殿

行政庁側記入欄
許可年月日

１．す　る

２．しない

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人

建設業以外に行つている営業の種類

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

所属等 氏名 電話番号

ファックス番号

四国地方整備局長

許 可 番 号

申 請 の 区 分

申 請 年 月 日

四国地方整備局長

北海道開発局長
知事

様式第一号（第二条関係）

この申請書により、建設業の許可を申請します。

建　設　業　許　可　申　請　書

般

7

月 日

許可（ ）

項 番

年

5

大臣

知事
コード

０ １

０ ２

3

3

３

3

5

都道府県名

高 松 市

2 0 1 香川県
5

川 県

国

23

3

25

5

ウ 　 タ
5

ッ

国土交通大臣

２．

般 ・ 特 新 規

許 可 換 え 新 規

代 表 者 又は 個人
の氏名のフリガナ

０ ８ コ

23

53

25

０ 令和

ウ

５．

        知事

４．

６．

特

新 規

30

10

－

業 種 追 加

更 新

般・特新規＋業種追加３．

１．

ロコ
10

政 （業工７０商 号 又 は 名 称 四 国 建

3

10

30

）株

5

申請者

７．

９．

８．

第

   1   

太交 　 郎

４０ 2  2

3

7
主 た る 営業 所の
所 在 地 市区 町村
コ ー ド

０１

3

3

と す る 建 設 業

許 可 を 受け よう

申 請 時 にお いて
既 に 許 可を 受け
て い る 建 設 業

代 表 者 又 は

個 人 の 氏 名
０ ９

イシ

０ ５

3

2 2

5

 

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

６０ ク ケ ンコ セ

土 建 左 石大

  2

5

2  

 

筋鋼 舗

  

と

  

15

   1

10

 

屋

2

2  

電 管 タ

1 

ウョウ ギコ

絶防 機

 

内

20

板しゆ

    

塗ガ

 

10

25

  

通 園

 

15

 

 

井

（用紙Ａ４）

０ ０

3

１０

3 2

０

四国建政工業　株式会社

香川県高松市香川県高松市サンポート３－３３

印

代表取締役　国交太郎

35

1 

日年

1311

令和 月

15

号

10

 

15

15

35

20

40

支配人の氏名

解

 

30

 

  

 

清消

 

具

 

 

水

 

 

20

40

20

市区町村名

）（2

4

般・特新規＋業種追加＋更新

業 種 追 加 ＋ 更 新 許可の有効

般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

期間の調整

4

4 5

）

40

（

20

１．一般
２．特定

高松市

香

3

23

電 話 番 号 0

フ ァ ッ ク ス 番 号

6

3 6

87

5

0 －

087-811-8414

55１郵 便 番 号

主 た る 営業 所の
所 在 地

１１

２ -8- 5

35

10 15

1

25

15

３
30

ン ３ ３ト －

10

10

20

68

サ ポ ー

8 7

3

１ ３ 1 42 310

10

(千円) 1 2 3 4 5 6 80 0 0 97

252013 15

6（

国土交通大臣
許可（

般
－

特

）

）法人又は個人の別

兼 業 の 有 無 １ ４ 1 （

3

宅地建物取引業

令和号）第

１ ５許 可 換 えの 区分

大臣

知事
3

3

（１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

10 115

コード

087-811-8414

１ ６

総務課

15

087-851-8061

日月旧 許 可 番 号
知事

四国　一郎

13

年

,,

申請⽇を記⼊。

不要な⽂字は消すこと。

※申請者は太枠内は記⼊しないこと。

法⼈の場合は、本店の所在
地、商号⼜は名称、代表者
⽒名を記載。（本店とは主
たる営業所のこと。）

書類を⾏政書⼠が作成する
場合には、⾏政書⼠の⽒名
を併記し押印すること。
（※）

法⼈の種類のフリガナは
不要。
濁点、半濁点を有する⽂
字は⼀⽂字として記⼊。

法⼈の種類は略字で記⼊。
株式会社 →（株）
特例有限会社 →（有）
合資会社 →（資）
合名会社 →（名）

⼀般建設業の許可については
「1」、特定建設業の許可につ
いては「2」を記⼊。

項番04は今回の申請により許
可を受けようとする建設業に
ついて記⼊。

項番05は現在、国⼟交通⼤⾂
の許可を受けている業種につ
いて記⼊。
（新規・許可換え新規の場合
は記⼊しないこと。）

兼業がある場合には、「1」と記⼊し、兼業内容を記⼊。

申請時の資本⾦を千円単
位で右詰めで記⼊。（千
円未満切捨て）

法⼈番号は13桁全て記⼊。

項番10に続く住所を記載。
「丁⽬」、「番」及び「号」
については「-」ハイフンを⽤
いて記⼊。

コードに含まれる都道府
県、市区町村名を記⼊。

総務省「全国地⽅公共団体
コード」を記⼊。（インター
ネットで検索が可能）

今回の申請と併せ、既に許
可を受けている建設業の全
部について、許可の更新申
請をする場合は「1」、し
ない場合は「2」を記⼊。

許可換え新規の
場合「2」を記⼊。

⾏政庁コード
徳島県 →36
⾹川県 →37
愛媛県 →38
⾼知県 →39

項番15、16は「許可換
え新規」を申請する場合
のみ記⼊。

複数の許可を受けている
場合は、そのうち最も古い
ものを記⼊。

本申請内容に係る質問等に対応できる者の所
属・⽒名・電話・ＦＡＸ番号を記⼊。 3

（※） ＨＰの1.建設業の許可を受けるには/②⾏政書⼠による代理申請を参照。



１　法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限

　る。以下「株主等」という。）について記載すること。

２　「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・非常勤の別」の欄に記載することを要しない。

株主等

取締役 常勤

常勤国交　     一郎

コッコウ       サブロウ

コッコウ        ジロウ

国交　     二郎

国交　     三郎

（用紙Ａ４）

常勤・非常勤の別

役　員　等　の　一　覧　表

役員等の氏名及び役名等

別紙一

3日令和 3 年 2 月

常勤

フリ ガナ

氏 名
役　　　名　　　等

コッコウ        タロウ

国交　     太郎

コッコウ        イチロウ

代表取締役

取締役

フリガナを必ずつけること。

登記事項証明書（商業登記簿）
に記載されている字で記⼊。 執⾏役員、監査役、会計参与、

監事、事務局⻑等は、本欄の役
員には含まれないため記載しな
い。

常勤・⾮常勤の区別を記⼊する。

「常勤の役員」とは、原則とし
て本社、⽀社等において休⽇そ
の他勤務を要しない⽇を除き、
⼀定の計画のもとに常時所定の
時間中、その職務に従事してい
る者をいう。

4

申請⽇を記⼊。



別紙二（１）

行政庁側記入欄

許可年月日

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

内

郵 便 番 号 8
容

市区町村名

13

20

40

11

23 25 35

- 8527 1 0 0

3 5

35

従たる営業所の所
在 地

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

8 5 3

8 6

3 5

3

11

霞 が

302523

30

東京都0 1

0電 話 番 号

10 15

- 533－ 0

6

0 1

10

２ －
5

都道府県名

１ －関 ３

従 た る 営 業 所 の
名 称

4 東8 京 営 業

内

容

3 5

23 25

6

23 25

郵 便 番 号 8 7

従たる営業所の所
在 地

8 6

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

5

8 5

3

－

都道府県名

3 5

電 話 番 号

10

30 35

30

消 清水

市区町村名

35

15

20

解

40

20

）
１．一般
２．特定

（

21

40

2015

30

   1  

塗 防

20

 

通

（主たる営業所）

主たる営業所の
名 称

土 建 管と 石大 左 屋 電

 

10

営 業 し よ う
8 3

と す る 建 設 業

変更前 2 2

2 2
3

  2

 
5

 2   

営業所一覧表（新規許可等）

項 番 3

1

知事

コード

1

大臣

知事
3

国土交通大臣 般
－

特
（許可

ホンテン

本店

所
3 5

区 分

許 可 番 号

8

8

項 番

2

15

解

１．一般
２．特定

 

 

具 水

年号

11 13

令和

10

 

 

板タ 鋼 舗

15

しゆ

トウキョウエイギョウショ

    

井 清

30

  1 

）

5

 

10

内

    

防 内塗しゆ

 

20

タ 鋼電 管 筋

 

ガ

 

板

 

 
25

水

2と す る 建 設 業
営 業 し よ う

8 8 2  
5

建

 
3

2

土 大 舗左 と 石 屋 絶機

1   

井

  

園

3

従 た る 営 業 所 の
4

名 称
8

変更前   2 2

105

1    2

1  2      

 

15

    
25

1   

機 消

  

絶

 

園

第

10

      

15

   

筋 ガ

    

   

 

20

千代田区

（用紙Ａ４）

日月

15

）（

   

20

40

具通

）

解

 
（

１．一般
２．特定

清

 

消

 
30

  

 

        

15

10

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業
15

土 管左 と 石 屋 電大建 タ 鋼 筋 具絶 通 園内ガ板しゆ 防舗 塗 機 井

20 25105

変更前

3

※申請者は太枠内は記⼊しないこと。

⼀般建設業の許可について
は「1」、特定建設業の許可
については「2」を記⼊。

項番83、88の上段は当該営
業所において営業しようと
する建設業の全てを記⼊。

項番83、88の下段「変更
前」の欄は、現在、国⼟交
通⼤⾂許可を受けて営業し
ている業種を記⼊。
（新規、許可換え新規の場
合は記⼊しない。）

名⽬上の本社、本店等で
あっても、その実態を有し
ない営業所は該当しない。

※更新のみを申請する場合は、別紙⼆（2）を使⽤して下さい。（本様式は不要）
更新+業種追加等の場合は、別紙⼆（1）及び（2）が必要です。

総務省「全国地⽅公共団体
コード」を記⼊。（インター
ネットで検索が可能）

建設業を営業する営業所
の名称、フリガナを記⼊。

※業種追加、般・特新規の場合は、今回の許可申請により許可を受けようとする建設業を営業しようとする営業所のみ
記載します。

例：「管」の業種追加の申請で、本店（主たる営業所）のみで営業する場合には（主たる営業所）欄のみ記載し、（従
たる営業所）欄については記載不要。

※従たる営業所が3ヶ所以上あり、⽤紙が2枚以上に渡る場合、2枚⽬以降の（主たる営業所）欄の記載は不要。

5



別紙二（２）

「主たる営業所」及び「従たる営業所」の欄は、それぞれ本店、支店又は常時建設工事の請負契約を締結

する事務所のうち該当するものについて記載すること。

て記載すること。

特定

〒100-0013
東京都千代田区霞が関２－１－３
(03-5253-8111)

土、建、と、管

た

る

営

業

所

（用紙Ａ４）

一般

電、機

主

従

た

る

営

業

所

土、建、と、管
〒760-8554
香川県高松市香川県高松市サンポート３－３３
(087-851-8061)

営　業　所　一　覧　表　（　更　新　）

営業しようとする建設業
所在地（郵便番号・電話番号）営業所の名称

東京営業所

本店

電、機

しようとする建設業を、許可申請書の記載要領６の表の（ ）内に示された略号により、一般と特定に分け

「営業しようとする建設業」の欄は、許可を受けている建設業のうち左欄に記載した営業所において営業２

１

従たる営業所欄には、主たる営
業所以外で建設業を営む営業所
をすべて記⼊する。

今回の申請で、許可を
受けようとする建設業
のうち、当該営業所に
おいて営業しようとす
る建設業を⼀般と特定
に分けて記⼊する。

※⽤紙が2枚以上に渡る場合、2枚⽬以降の主たる営業所欄の記載は不要。

6



7

●新規、許可換え新規、般・特新規の許可申請については、
登録免許税領収証書の原本を貼付して下さい。

●更新、業種追加の許可申請については、収⼊印紙を貼付
して下さい。



別紙四

専 任 の 技 術 者 の 氏 名 建 設 工 事 の 種 類
フ　　　　リ　　　　ガ　　　　ナ

有 資 格 区 分営業所の名称

令和 3 年 月 3 日2

専任技術者一覧表

建-9 20

機-7

土-9、と-9 13

コッコウサブロウ

国交　三郎東京営業所

02

管-9 29

コッコウジロウ

国交　二郎

電-7 27

管-9 29

機-7 01

13土-9、と-9

建-9

コッコウイチロウ

国交　一郎

27電-7

20

本店

建設業許可申請書「別紙⼆
（1）（2）」の「営業所の
名称」欄と同⼀順序で、各
営業所ごとに分けて記⼊。

国家資格等、卒業資格がある場
合には、資格認定証明書、卒業
証明書の字で記⼊。

実務経験のみの場合は、住⺠票
の⽒名で記⼊。

専任技術者となる業種に
ついて業種の略号と
「−」に続けて別表
（⼆）有資格コード⼀覧
表の建設業の種類コード
を記⼊。

別表（⼆）有資格コー
ド⼀覧表のコードを記
⼊。

営業所⼀覧表（様式第⼀号別紙⼆）に記載した営業所順に専任技術者を記載すること。

8

申請⽇を記⼊。
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10

●
実
績
が
な
い
場
合
は
、
実
績
な
し
と
記
載
す
る
こ
と
。

●
業
種
追
加
、
般
特
新
規
を
申
請
す
る
場
合
は
、
新
た
に
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
業
種
に
つ
い
て

作
成
す
る
こ
と
。
（
既
に
許
可
を
得
て
い
る
業
種
に
つ
い
て
は
作
成
不
要
。
）

 
様

式
第

二
号

（
第

二
条

、
第

十
三

条
の

二
、

第
十

三
条

の
三

、
第

十
九

条
の

八
関

係
）

 
（

用
紙

Ａ
４

）

（
建

設
工

事
の

種
類

）
工

事
 
（

税
込

　
・

　
税

抜
）

J
V

工
事

現
場

の
あ

の
都

道
府

県
及

び
別

市
区

町
村

名
 
主

任
技

術
者

9
,
0
0
0

4
,
5
0
0

3
,
2
0
0

2
,
5
0
0

2
,
0
0
0

1
,
9
0
0

1
,
8
0
0

1
,
7
0
0

1
,
6
0
0

1
,
5
0
0

1
,
0
0
0

8
,
0
0
0

7
,
0
0
0

  

ＭＬＫＪ

・
・

・
「
軽
微
な
⼯
事
」

 
合

　
　

計
5
2

件

沖
縄

機
械

国
交

　
太

郎

建
設

　
次

郎

岡
崎

三
男

 
小

　
　

計
1
3

九
州

工
業

C
邸

玄
関

コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
事

東
京

都
足

立
区

元
請

Ａ ＩＨＧＦＥＤＣＢ

中
国

建
築

元
請

栄
ビ

ル
新

築
工

事
の

う
ち

く
い

打
ち

工
事

一
般

国
道

9
9
号

線
道

路
新

設
工

事

東
北

土
木

関
東

建
設

元
請

元
請

元
請

北
海

道
開

発
Ｂ

邸
車

止
め

設
置

工
事

錦
住

宅
敷

地
盛

土
及

び
基

礎
工

事

豊
橋

川
改

築
工

事
の

う
ち

外
構

工
事

千
円

件
4
5
,
7
0
0

6
5
,
0
0
0

千
円

元
請

四
国

道
路

東
京

都
新

宿
区

県
道

１
２

３
号

線
道

路
側

溝
工

事

Ｄ
邸

新
築

工
事

の
う

ち
基

礎
工

事

県
道

７
５

８
号

線
道

路
側

溝
工

事

東
京

都
中

央
区

〃

下
請

元
請

下
請

一
般

国
道

1
0
0
号

線
道

路
改

修
工

事
の

内
カ

ッ
タ

ー
工

事
〃

Ａ
元

請

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
　

事
　

名

Ａ
邸

の
外

構
工

事

注
　

文
　

者

東
京

都
千

代
田

区

豊
川

ア
パ

ー
ト

改
築

工
事

の
内

足
場

仮
設

備
工

事

〃 〃 〃 〃

東
京

一
郎

レ

〃〃

レ

名
古

屋
三

郎

愛
知

太
郎

岡
崎

三
男

レ
豊

田
一

郎

令
和

 
 
2
年

 
 
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
3
月

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

レ レ レ

東
京

一
郎

一
宮

次
郎

津
島

一
平

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

令
和

 
 
2
年

 
 
2
月

工
　

事
　

経
　

歴
　

書

 
の

別
（

該
当

箇
所

に
ﾚ
印

を
記

載
）

請
 
負

 
代

 
金

 
の
 
額

う
ち

、

配
 
 
置

 
 
技

 
 
術

 
 
者

工
　

　
期

着
 
工

 
年

 
月

 
完

成
又

は

 
完

成
予

定
年

月
 
 
 
・

P
C

 
 
 
・

法
面

処
理

 
 
 
・

鋼
橋

上
部

元
請

又
は

下
請

の
別

 
主

任
技

術
者

又
は

監
理

技
術

者
氏

　
　

名

監
理

技
術

者

〃
元

請
近

畿
組

令
和

 
 
1
年

 
 
9
月

レ レ

半
田

五
郎

元
請

北
陸

産
業

中
部

塗
装

元
請

丸
の

内
ビ

ル
新

築
工

事
の

う
ち

外
構

工
事

レ

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

千
円

3
0
,
7
0
0う
ち

　
元

請
工

事

千
円

千
円

千
円

5
0
,
0
0
0

千
円

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

豊
田

一
郎

岡
崎

三
男

岡
崎

三
男

レ レ レ レ

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
1
年

 
 
9
月

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
3
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
1
年

 
1
0
月

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

＊
記
載
例
1
⼯
事
経
歴
書
記
載
例

（
元
請
⼯
事
で
軽
微
な
⼯
事
が
10
件
に
達
し
た
場
合
）

① 元 請 ⼯ 事 の 7 割 部 分 に 係 る

完 成 ⼯ 事

② 下 請 ⼯ 事 に 係 る

完 成 ⼯ 事

個
⼈
の
⽒
名
が
特
定
さ
れ
な
い
よ
う
、
例

え
ば
注
⽂
者
「
Ａ
」
と
記
載
し
、
⼯
事
名

「
Ａ
邸
○
○
⼯
事
」
等
と
記
載
。

Ｂ
〜
Ｋ
の
件
数
≦
10
件

１
，
軽
微
な
⼯
事
に
つ
い
て
10
件
を
超
え
る
部
分
は
記
載
不
要

２
，
記
載
額
が
全
て
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
の
7割

を
超
え
た
た
め
記
載
終
了

ペ
ー
ジ
ご
と
の
元
請
⼯
事
に
係
る

完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
（
Ａ
〜
Ｋ
）

ペ
ー
ジ
ご
と
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
（
Ａ
〜
Ｍ
）

全
て
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額

元
請
⼯
事
に
係
る
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
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●
実
績
が
な
い
場
合
は
、
実
績
な
し
と
記
載
す
る
こ
と
。

●
業
種
追
加
、
般
特
新
規
を
申
請
す
る
場
合
は
、
新
た
に
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
業
種
に
つ
い
て

作
成
す
る
こ
と
。
（
既
に
許
可
を
得
て
い
る
業
種
に
つ
い
て
は
作
成
不
要
。
）

 
様

式
第

二
号

（
第

二
条
、

第
十

三
条

の
二
、

第
十

三
条
の

三
、

第
十
九

条
の

八
関

係
）

 
（
用

紙
Ａ
４

）

（
建
設

工
事
の

種
類

）
工

事
 （

税
込

　
・
　

税
抜
）

J
V

工
事

現
場

の
あ

の
都

道
府

県
及

び
別

市
区

町
村

名
 
主

任
技

術
者

1
0
,
0
0
0

4
,
5
0
0

3
,
2
0
0

8
,
0
0
0

5
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
0
0
0

1
,
9
0
0

1
,
8
0
0

1
,
7
0
0

1
,
6
0
0

1
,
5
0
0

1
,
0
0
0

  

工
　

事
　

経
　

歴
　

書

と
び

・
土

工
・
コ

ン
ク

リ
ー

ト

注
　

文
　

者
元

請
工

　
事

　
名

配
 
 
置

 
 
技

 
 
術

 
 
者

請
 負

 代
 金

 の
 額

工
　
　

期
 
完

成
又

は

下
請

 の
別
（
該

当
箇
所
に

ﾚ印
を

記
載
）

  
 ・

PC
 
完

成
予

定
年

月

又
は

氏
　

　
名

 主
任

技
術

者
又
は

監
理

技
術
者

う
ち
、

着
 
工

 
年

 
月

の
別

監
理

技
術

者
  

 ・
法

面
処
理

  
 ・

鋼
橋
上
部

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

Ｂ
北

海
道

開
発

元
請

Ｂ
邸

車
止

め
設

置
工

事

東
京

一
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

Ａ
Ａ

元
請

Ａ
邸

の
外

構
工

事
東

京
都

千
代

田
区

令
和

 
 
2
年

 
 
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
3
月

〃
東

京
一

郎
レ

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

Ｄ
関

東
建

設
下

請
豊

橋
川

改
築

工
事

の
う

ち
外

構
工

事

一
宮

次
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

Ｃ
東

北
土

木
元

請
錦

住
宅

敷
地

盛
土

及
び

基
礎

工
事

〃

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

Ｅ
北

陸
産

業
下

請
丸

の
内

ビ
ル

新
築

工
事

の
う

ち
外

構
工

事
〃

半
田

五
郎

〃
津

島
一

平
レ

Ｆ
中

部
塗

装
下

請
豊

川
ア

パ
ー

ト
改

築
工

事
の

内
足

場
仮

設
備

工
事

〃
岡

崎
三

男
レレ

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
1
年

 
1
0
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

Ｇ
近

畿
組

下
請

栄
ビ

ル
新

築
工

事
の

う
ち

く
い

打
ち

工
事

〃
令

和
 
 
1
年

 
 
9
月

Ｈ
中

国
建

築
下

請
一

般
国

道
9
9
号

線
道

路
新

設
工

事
〃

名
古

屋
三

郎
レ

豊
田

一
郎

レ
令

和
 
 
1
年

 
 
9
月

レ

令
和

 
 
2
年

 
 
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
3
月

Ｉ
四

国
道

路
下

請
一

般
国

道
1
0
0
号

線
道

路
改

修
工

事
の

内
カ

ッ
タ

ー
工

事
〃

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

愛
知

太
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

Ｋ
沖

縄
機

械
下

請
Ｄ

邸
新

築
工

事
の

う
ち

基
礎

工
事

東
京

都
中

央
区

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

豊
田

一
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

Ｊ
九

州
工

業
元

請
C
邸

玄
関

コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
事

東
京

都
足

立
区

岡
崎

三
男

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

Ｍ
建

設
　

次
郎

下
請

県
道

１
２

３
号

線
道

路
側

溝
工

事
東

京
都

新
宿

区

Ｌ
国

交
　

太
郎

下
請

県
道

７
５

８
号

線
道

路
側

溝
工

事
〃

岡
崎

三
男

レ

・
・

・
「
軽
微
な
⼯
事
」

1
9
,
4
0
0
千

円
千

円

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

 
小

　
　

計
1
3
件

4
5
,
2
0
0

千
円

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

岡
崎

三
男

レ
令

和
 
 
2
年

 
 
1
月

千
円

2
5
,
0
0
0

千
円

千
円

 
合

　
　

計
5
2

件
7
0
,
0
0
0

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

＊
記
載
例
２

⼯
事
経
歴
書
記
載
例

（
全
体
で
軽
微
な
⼯
事
が
10
件
に
達
し
た
場
合
）

① 元 請 ⼯ 事 の 7 割 部 分

に 係 る 完 成 ⼯ 事

② ① 以 外 の 元 請 ⼯ 事 及 び 下 請 ⼯

事 に 係 る 完 成 ⼯ 事

個
⼈
の
⽒
名
が
特
定
さ
れ
な
い
よ
う
、
例

え
ば
注
⽂
者
「
Ａ
」
と
記
載
し
、
⼯
事
名

「
Ａ
邸
○
○
⼯
事
」
等
と
記
載
。

Ｂ
・
Ｃ
＋
Ｆ
〜
Ｍ
の
件
数
≦
10
件

２
，
軽
微
な
⼯
事
が
10
件
に
達
し
た
た
め
記
載
終
了

ペ
ー
ジ
ご
と
の
元
請
⼯
事
に
係
る

完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
（
Ａ
〜
Ｃ
＋
Ｊ
）

ペ
ー
ジ
ご
と
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
（
Ａ
〜
Ｍ
）

全
て
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額

元
請
⼯
事
に
係
る
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額

1．
元
請
⼯
事
に
係
る
完
成
⼯
事
の
合
計
額
の
7割

越
え
ま
で
記
載



12

●
実
績
が
な
い
場
合
は
、
実
績
な
し
と
記
載
す
る
こ
と
。

●
業
種
追
加
、
般
特
新
規
を
申
請
す
る
場
合
は
、
新
た
に
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
業
種
に
つ
い
て

作
成
す
る
こ
と
。
（
既
に
許
可
を
得
て
い
る
業
種
に
つ
い
て
は
作
成
不
要
。
）

 
様

式
第

二
号

（
第

二
条

、
第

十
三

条
の
二

、
第

十
三
条

の
三

、
第
十

九
条

の
八
関

係
）

 
（
用

紙
Ａ

４
）

（
建

設
工

事
の

種
類

工
事

 （
税

込
　

・
　

税
抜
）

J
V

工
事

現
場

の
あ

の
都

道
府

県
及

び
別

市
区

町
村

名
 
主

任
技

術
者

1
0
,
0
0
0

4
,
5
0
0

3
,
2
0
0

8
,
0
0
0

5
,
5
0
0

2
,
5
0
0

2
,
0
0
0

1
,
9
0
0

1
,
8
0
0

  

工
　

事
　

経
　

歴
　

書

と
び

・
土

工
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

注
　

文
　

者
元

請
工

　
事

　
名

配
 
 
置

 
 
技

 
 
術

 
 
者

請
 
負

 
代
 
金

 
の

 
額

工
　

　
期

 
完

成
又

は

下
請

 
の

別
（

該
当

箇
所

に
ﾚ
印

を
記

載
）

 
 
 
・

P
C

 
完

成
予

定
年

月

又
は

氏
　

　
名

 
主

任
技

術
者

又
は
監

理
技

術
者

う
ち

、
着

 
工

 
年

 
月

の
別

監
理

技
術

者
 
 
 
・

法
面

処
理

 
 
 
・

鋼
橋

上
部

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

Ｂ
北

海
道

開
発

元
請

Ｂ
邸

車
止

め
設

置
工

事

東
京

一
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

Ａ
Ａ

元
請

Ａ
邸

の
外

構
工

事
東

京
都

千
代

田
区

令
和

 
 
2
年

 
 
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
3
月

〃
東

京
一

郎
レ

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

Ｄ
関

東
建

設
下

請
豊

橋
川

改
築

工
事

の
う

ち
外

構
工

事

一
宮

次
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

Ｃ
東

北
土

木
元

請
錦

住
宅

敷
地

盛
土

及
び

基
礎

工
事

〃

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

令
和

 
 
1
年

 
 
5
月

Ｅ
北

陸
産

業
下

請
丸

の
内

ビ
ル

新
築

工
事

の
う

ち
外

構
工

事
〃

半
田

五
郎

〃
津

島
一

平
レ

Ｆ
中

部
塗

装
下

請
豊

川
ア

パ
ー

ト
改

築
工

事
の

内
足

場
仮

設
備

工
事

〃
岡

崎
三

男
レレ

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
2
年

 
 
1
月

令
和

 
 
1
年

 
1
0
月

令
和

 
 
1
年

 
1
2
月

Ｇ
近

畿
組

下
請

栄
ビ

ル
新

築
工

事
の

う
ち

く
い

打
ち

工
事

〃
令

和
 
 
1
年

 
 
9
月

Ｈ
中

国
建

築
下

請
一

般
国

道
9
9
号

線
道

路
新

設
工

事
〃

名
古

屋
三

郎
レ

豊
田

一
郎

レ
令

和
 
 
1
年

 
 
9
月

令
和

 
 
2
年

 
 
2
月

令
和

 
 
2
年

 
 
3
月

Ｉ
四

国
道

路
下

請
一

般
国

道
1
0
0
号

線
道

路
改

修
工

事
の

内
カ

ッ
タ

ー
工

事
〃

平
成

 
3
1
年

 
 
4
月

愛
知

太
郎

レ
平

成
 
3
1
年

 
 
4
月

・
・

・
「
軽
微
な
⼯
事
」

1
6
3
,
2
0
0

千
円

千
円

 
小

　
　

計
9
件

1
9
3
,
9
0
0

千
円

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

千
円

2
3
3
,
0
0
0

千
円

千
円

う
ち

　
元

請
工

事
 
合

　
　

計
5
2

件
2
7
0
,
0
0
0

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

＊
記
載
例
3
⼯
事
経
歴
書
記
載
例

（
全
て
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
が
7割

に
達
し
た
場
合
）

① 元 請 ⼯ 事 の 7 割 部 分

に 係 る 完 成 ⼯ 事

② ① 以 外 の 元 請 ⼯ 事 及 び 下 請 ⼯

事 に 係 る 完 成 ⼯ 事

個
⼈
の
⽒
名
が
特
定
さ
れ
な
い
よ
う
、
例

え
ば
注
⽂
者
「
Ａ
」
と
記
載
し
、
⼯
事
名

「
Ａ
邸
○
○
⼯
事
」
等
と
記
載
。

Ａ
〜
Ｃ
の
合
計
額
≦
Ｙ
の
７
割

ペ
ー
ジ
ご
と
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
（
Ａ
〜
Ｉ
）

全
て
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額

元
請
⼯
事
に
係
る
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額

1．
元
請
⼯
事
に
係
る
完
成
⼯
事
の
合
計
額
の
7割

越
え
ま
で
記
載

Ａ
〜
Ｉ
の
合
計
額
≦
Ｘ
の
7割

２
，
記
載
額
が
全
て
の
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額
の
7割

を
超
え
た
た
め
記
載
終
了

Ｘ
Ｙ

ペ
ー
ジ
ご
と
の
元
請
⼯
事
に
係
る
完
成
⼯
事
⾼
の
合
計
額



機
械
器

具
設

置

公
 
共

1
,
4
5
0
,
0
0
0

0
2
8
,
0
0
0

1
5
,
0
0
0

1
,
6
3
6
,
0
0
0

公
 
共

0
1
,
3
2
5
,
0
0
0

0
3
8
,
0
0
0

0
1
,
5
2
3
,
0
0
0

公
 
共

0
1
,
2
0
0
,
0
0
0

0
2
5
,
0
0
0

0
1
,
6
5
0
,
0
0
0

公
 
共

公
 
共

公
 
共

日
ま

で

日
か

ら

0 0 00 0

元 請
民

 
間

0 0 0 0 0 0 0

1
5
,
0
0
0 00

1
6
0
,
0
0
0

4
2
5
,
0
0
0

合
　

計
そ

の
他

の
建

設
工

事
の

施
工

金
額

1
5
8
,
0
0
0

計計

下
　

　
請

元 請

民
 
間

元 請

計 民
 
間

下
　

　
請

計

下
　

　
請

計民
 
間

民
 
間

元 請

様
式

第
三

号
（

第
二

条
、

第
十

三
条

の
二

、
第

十
三

条
の

三
関

係
）

（
用

紙
Ａ

４
）

直
前

３
年

の
各

事
業

年
度

に
お

け
る

工
事

施
工

金
額

事
　

業
　

年
　

度

（
税

込
・

税
抜

／
単

位
：

　
千

円
）

第 第

期
1
6

平
成

3
1

月
3
0

年
3

2
9

年
4

月
1

平
成

許
可

に
係

る
建

設
工

事
の

施
工

金
額

注
 
文

 
者

　
の

 
区

 
分

元 請
1

日
ま

で

日
か

ら

月 月
3
1

年
4

月 月
3

3
11

日
か

ら

日
ま

で

4
民

 
間

下
　

　
請

下
　

　
請

計

平
成

3
1

年
3

1
8

期

1
7

期

令
和

2
年

平
成

3
1

第平
成

3
0

年

第 令
和

期 年
令

和

年
月

日
か

ら
月

日
ま

で

第 第
期

令
和

期

令
和

年 年
日

ま
で

下
　

　
請

日
か

ら
月 月

 
 
３

　
「

許
可

に
係

る
建

設
工

事
の

施
工

金
額

」
の

欄
は

、
許

可
に

係
る

建
設

工
事

の
種

類
ご

と
に

区
分

し
て

記
載

し
、

「
そ

の
他

の
建

設
工

事

記
載

要
領

 
 
１

　
こ

の
表

に
は

、
申

請
又

は
届

出
を

す
る

日
の

直
前

３
年

の
各

事
業

年
度

に
完

成
し

た
建

設
工

事
の

請
負

代
金

の
額

を
記

載
す

る
こ

と
。

 
 
２

　
「

税
込

・
税

抜
」

に
つ

い
て

は
、

該
当

す
る

も
の

に
丸

を
付

す
こ

と
。

日
か

ら
令

和
年

令
和

年
日

ま
で

月月

元 請

　
７

　
当

該
工

事
に

係
る

実
績

が
無

い
場

合
に

お
い

て
は

、
欄

に
「

０
」

と
記

載
す

る
こ

と
。

　
６

　
「

許
可

に
係

る
建

設
工

事
の

施
工

金
額

」
に

記
載

す
る

建
設

工
事

の
種

類
が

５
業

種
以

上
に

わ
た

る
た

め
、

用
紙

が
２

枚
以

上
に

な
る

場

 
 
 
 
合

は
、

「
そ

の
他

の
建

設
工

事
の

施
工

金
額

」
及

び
「

合
計

」
の

欄
は

、
最

終
ペ

ー
ジ

に
の

み
記

載
す

る
こ

と
。

 
 
 
 
と

が
で

き
る

。
こ

の
場

合
、

「
(
単

位
：

千
円

)
」

と
あ

る
の

は
「

(
単

位
：

百
万

円
)
」

と
し

て
記

載
す

る
こ

と
。

 
 
 
 
　

た
だ

し
、

会
社

法
（

平
成

1
7
年

法
律

第
8
6
号

）
第

２
条

第
６

号
に

規
定

す
る

大
会

社
に

あ
つ

て
は

、
百

万
円

単
位

を
も

つ
て

表
示

す
る

こ

　
５

　
「

公
共

」
の

欄
は

、
国

、
地

方
公

共
団

体
、

法
人

税
法

（
昭

和
4
0
年

法
律

第
3
4
号

）
別

表
第

一
に

掲
げ

る
公

共
法

人
（

地
方

公
共

団
体

を

 
 
 
 
除

く
。

）
及

び
第

1
8
条

に
規

定
す

る
法

人
が

注
文

者
で

あ
る

施
設

又
は

工
作

物
に

関
す

る
建

設
工

事
の

合
計

額
を

記
載

す
る

こ
と

。

 
 
４

　
記

載
す

べ
き

金
額

は
、

千
円

単
位

を
も

つ
て

表
示

す
る

こ
と

。

 
 
 
 
の

施
工

金
額

」
の

欄
は

、
許

可
を

受
け

て
い

な
い

建
設

工
事

に
つ

い
て

記
載

す
る

こ
と

。

工
事

工
事

工
事

工
事

土
木

一
式

建
築

一
式

と
び
・
土

工
・

コ
ン
ク
リ

ー
ト

電
気

公
 
共

公
 
共

公
 
共

公
 
共

公
 
共

公
 
共

平
成

日
か

ら

月
3
0

年
3

2
9

年
4

月
1 1

第
1
7

期 年
4

第様
式

第
三

号
（

第
二

条
、

第
十

三
条

の
二

、
第

十
三

条
の

三
関

係
）

（
用

紙
Ａ

４
）

直
前

３
年

の
各

事
業

年
度

に
お

け
る

工
事

施
工

金
額

事
　

業
　

年
　

度
合

　
計

（
税

込
・

税
抜

／
単

位
：

　
千

円
）

期
1
6

そ
の

他
の

建
設

工
事

の
施

工
金

額

許
可

に
係

る
建

設
工

事
の

施
工

金
額

注
 
文

 
者

　
の

 
区

 分

0
0

0

平
成

3
1

日
ま

で

令
和

2
年

月 月
3

3
1

平
成

3
0

年
4

1
月 月

平
成

3
1

年
3

3
1

第
1
8

期

平
成

3
1

0

1
5
0
,
0
0
0

0

2
5
,
0
0
0

0

0

1
,
5
0
0
,
0
0
0

0

日
か

ら

日
ま

で

1
,
4
5
0
,
0
0
0

2
8
,
0
0
0 0

1
,
4
7
8
,
0
0
0

1
,
3
0
0
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0

日
ま

で

日
か

ら

日
か

ら

日
ま

で

1
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
3
3
0
,
0
0
00

3
0
0
,
0
0
0

下
　

　
請

下
　

　
請

計

元 請
民

 
間

計

1
2
5
,
0
0
00

00 0

3
8
,
0
0
0

1
3
0
,
0
0
0

00

0

1
9
3
,
0
0
0

0

0 0 0

2
8
,
0
0
0

00
1
1
5
,
0
0
0

1
4
3
,
0
0
0

2
5
,
0
0
0

0 0

0 0 00

元 請

下
　

　
請

元 請

計

元 請

民
 
間

元 請

計 民
 
間

民
 
間

下
　

　
請

民
 
間

令
和

第
期 年

月 月

令
和

年

第
期

令
和

年

令
和

年

令
和

年

日
ま

で
下

　
　

請

日
か

ら
月 月

令
和

年
日

か
ら

日
ま

で
月月

元 請

計

下
　

　
請

計民
 
間

第
期

工
事

工
事

工
事

工
事

該
当
す
る
も
の
に

○
を
付
け
る
。

許
可
を
有
し
な
い
建
設
業

に
係
る
⼯
事
の
施
⼯
⾦
額

を
記
⼊
。

損
益
計
算
書
の
完
成

⼯
事
⾼
と
⼀
致
す
る
。

⽤
紙
が
２
枚
以
上
に
な
る
場
合

は
、
そ
の
他
の
建
設
⼯
事
及
び

合
計
は
最
終
ペ
ー
ジ
に
記
⼊
。

計
は
⼯
事
経
歴
書
の
業
種
ご
と

の
合
計
額
と
⼀
致
す
る
。

13

●
実
績
が
な
い
場
合
は
、
0を

記
載
す
る
こ
と
。

●
業
種
追
加
、
般
特
新
規
を
申
請
す
る
場
合
は
、
既
に
許
可
を
得
て
い
る
業
種
と
併
せ
て
新
た
に
許

可
を
受
け
よ
う
と
す
る
業
種
に
つ
い
て
記
載
し
作
成
す
る
こ
と
。

既
に
許
可
を
得
て
い
る
業
種
す
べ
て
に
つ
い
て
記
⼊
。

業
種
追
加
、
般
特
新
規
を
申
請
す
る
場
合
は
、
併
せ
て
新
た
に
許
可
を

受
け
よ
う
と
す
る
業
種
分
も
記
載
。



（用紙Ａ４）

本店 20 人 10 人

東京営業所 12 人 5 人

合        計 32 人 15 人

人

20人

35人5

3 人

様式第四号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

使　　用　　人　　数

営 業 所 の 名
称

建設業法第７条第２号
イ、ロ若しくはハ又は
同法第15条第２号イ若
しくはハに該当する者

技　術　関　係　使　用　人

その他の技術関係使用
人

合　　　計事務関係使用人

  ２　「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者が法人の
　　場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む。）をいう。
  ３　「その他の技術関係使用人」の欄は、法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は法第15条第２号イ若しく
　　はハに該当する者ではないが、技術関係の業務に従事している者の数を記載すること。

記載要領
  １　この表には、法第５条の規定（法第17条において準用する場合を含む。）に基づく許可の申請の場合
　　は、当該申請をする日、法第11条第３項（法第17条において準用する場合を含む。）の規定に基づく届
　　出の場合は、当該事業年度の終了の日において建設業に従事している使用人数を、法第17条の２の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割をした後に、法第17条の３の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、相続の認可を受けた後に建設業に従事する予定である使用人数を、営業
　　所ごとに記載すること。

令和 年3 2 月 3 日

8 人 55 人

「その他の技術関係使⽤⼈」と「事務関係使⽤
⼈」両⽅に該当する場合は、主となるものにカ
ウントする。

様式第⼀号別紙2に
記載した順に記載す
る。

各営業所に所属する技術者の
うち、許可に係る専任技術者
の要件を満たす者の数を記載
する。 各営業所に所属する技術者の

うち、許可に係る専任技術者
の要件には満たない者の数を
記載する。

建設業に従事する事
務関係の使⽤⼈数を
記載する。

※この表には、建設業に従事している使⽤⼈数を記載します。

「使⽤⼈」は、役員、職員を問わず雇⽤期間を特に限定されることなく雇⽤された者
とし、法⼈にあっては代表権を有する役員も含まれます。

新規申請等の場合は申請時点の⼈数を、事業年度終了後の届出に添付する場合は当該
決算⽇時点の⼈数を記載します。

14

申請⽇を記⼊。



様式第六号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

、

令和 3 年 2 月 3 日

　　殿

記載要領

「

、 については不要のものを消すこと

」

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

申　 請 　者
譲　 受　 人
合併存続法人
分割承継法人

申　 請 　者
譲　 受　 人
合併存続法人
分割承継法人

用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、建設業法第８条各号（同法第17条において
準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓約します。

の役員等及び建設業法施行令第３条に規定する使

四国地方整備局長

申　 請 　者
譲　 受　 人
合併存続法人
分割承継法人

四国地方整備局長

　、北海道開発局長　

 　「 地方整備局長　

 知事

 北海道開発局長

申　 請 　者
譲　 受　 人
合併存続法人
分割承継法人

申　 請 　者
譲　 受　 人
合併存続法人
分割承継法人 」　　　　　　知事 

代表取締役　国交　太郎

四国建政工業　株式会社

香川県高松市サンポート３－３３

申請⽇を記⼊。

不要な⽂字は消すこと。

主たる営業所の所在地、商号⼜は名称、
代表者⽒名を記載。（本店とは主たる
営業所のこと。）

建設業法第8条各号の⽋格要件については、「建設業許可の⼿引」参照のこと。

15



（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ に揚げる経験を有することを証明します。

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

氏 名 ２ １

3 135 10

住 所

日月4 5 150生 年 月 日 S 2交 　 太 郎氏 名 ２ ０ 国

香川県高松市福岡町４－２６－３２

13 14 16 18

年

10

日

14 16 18

月年生 年 月 日

3

氏名のフリガナ

3

コ ッ１ ９

5

般

知事
3 0（ 3 5 号 平成－ 3 00 月1 0 50年 日

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

２

常 勤 役 員 等 （ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ） 証 明 書

０ ００ ０

申請者

香川県高松市香川県高松市サンポート３－３３

四国建政工業　株式会社

代表取締役　国交　太郎知事

北海道開発局長

四国地方整備局長

の常勤の役員

本 人

の 支 配 人

届出者

(1)
(2)
(3)

証明者

(1)
(2)
(3)

3

2 32

3 2

代表取締役　国交　太郎

四国建政工業　株式会社

香川県高松市香川県高松市サンポート３－３３

代表取締役

4 8

15135 10 11

役 職 名 等

証明者と被証
明者との関係

経 験 年 数

備 考

1令和

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）１

項 番

７ 3

平成

役員

23 1 5

記

0

変　　　　   更

の 年 月 日

大臣
コード

知事

3

許 可 番 号 許可
国土交通大臣

特
1１ ８ 2） 4第0

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。

姓と名の間は1カラム空ける。

複数の許可を受けている場合は、現在有
効な許可⽇のうち最も古いものを記⼊。
新規、許可換え新規の場合は記載しない。

証明者の⽴場からみた被証明
者との関係を記⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が経営業務の管
理責任者としての経験を
有した年数を記⼊。

代表取締役、
取締役、事業
主等経験期間
中の被証明者
の役職名を記
⼊。

申請者が法⼈の場合は、「の常勤の
役員」に該当。不要なものは消す。

不要なものは消す。

証明者は、証明しようとする期間、被証明者が在
籍していた法⼈の代表者⼜は個⼈事業主が該当す
る。
ただし、法⼈解散等の場合には、被証明者と同

等以上の役職にあった者（元役員）とすることが
できるものとし、その場合は「備考」欄にその理
由を記⼊。
証明者は当時の会社名、当時の役職及び⽒名を記
⼊し、個⼈員を押印する。
（○○株式会社 元役員○○ ○○等）

許可申請の場合は「届出者」を消し、変更
届として使⽤する場合は「申請者」を消す。

証明者が申請
者以外の建設
業者である場
合は、経験年
数に記載した
期間の許可番
号、建設業許
可年⽉⽇、許
可業種を「備
考」欄に記載。

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.経営業務の管理責任者を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

16



別紙

記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　

氏　名　令和 2 日 国交　太郎

　上記のとおり相違ありません。

2 月 3年

罰

月

年

年

年 月

月

賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容年　　　月　　　日

賞

なし年

年 月

日月

月

月

日

日至

自

年

年

日

日

日

日

従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

代表取締役

常勤役員等の略歴書

昭和 年50 21

香川県高松市福岡町４－２６－３２

生 年 月 日国交　太郎 5 月

期　　　　　　間

（用紙Ａ４）

日生

自

自

至

平成

1

31

1

至

至

自

至

29

29平成

四国建政工業（株）　営業部長として従事

四国建政工業（株）　代表取締役に就任
月

月年 4

3 月年

年

日

日

日

日

日

四国建政工業（株）　入社

四国建政工業（株）　取締役に就任

31

1

月

月

日

日

日

月

月

14平成 9

現 住 所

氏 名

職 名

年 月自

平成

14

23

3

年

年

平成 4年

年14

4平成

至 年 月 日

月年

年 月

日年 月

日

日

日

日

日

日

日

日

日

日

自

月

月

月

月

月

年

年

年

年

年

至

自

自

至

至

自

月

至

至

自

自

歴

年

年

月

月年

職

至

自

自

至

自

至

現在に至る

年

年

年

年

日

日

日

日

日

日

月

月

月

年

月

月

月年

建設業の⾏政処分及び⾏政罰はもちろんの
こと、その他の賞罰についても記載するも
のとし、該当がなければ「なし」と記⼊。

現在に⾄るまでの職歴を記⼊する。
特に建設業に関するものはすべて記⼊する。

現住所は、住⺠票の住所を記載しますが、
住⺠票の住所と居所が異なる場合は、連記
します。

申請時における役職名を記⼊。
（例：代表取締役、取締役）
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（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

令和 年 月 日
四国地方整備局長

殿

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

日

16 18

月

日50

14

年

13

生 年 月 日 S

14

高松市浜ノ町７２－９

5

10

生 年 月 日

1310

住 所

16

15 11 1

18

日月年交 　 一 郎国

3

氏 名

5

２ ０

氏 名

3 5

２ １

氏名のフリガナ

3

コ ッ１ ９

知事

記

3 0 年 月許 可 番 号 １ ８ 0 0 2）第 4

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

２

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

０ ００ ０

（第一面）

1

役員

1 5 7

執行役員（財務、労務）、取締役

平成

(1)
(2)

24 4

役 職 名 等

備 考

証明者と被証
明者との関係

経 験 年 数

の常勤の役員

本 人

の 支 配 人

令和

33 2

代表取締役　国交　太郎

四国建政工業　株式会社

香川県高松市サンポート３－３３

2 33

香川県高松市サンポート３－３３

代表取締役　国交　太郎

(1)
(2)

届出者

証明者

申請者 四国建政工業　株式会社

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

－

15

1 0
国土交通大臣

3 0（
般

3 5 号 平成0許可
特

1

知事

北海道開発局長

四国地方整備局長

項 番

10 11 13

変 更

3

の 年 月 日

大臣
コード

知事

5

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

3

18

不要なものは消す。

証明者の⽴場からみた被証明
者との関係を記⼊。

代表取締役、
取締役、事業
主等経験期間
中の被証明者
の役職名を記
⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が常勤役員として
の経験を有した年数を記⼊。

証明者は、証明しようとする期間、被証明者
が在籍していた法⼈の代表者⼜は個⼈事業主
が該当する。
ただし、法⼈解散等の場合には、被証明者

と同等以上の役職にあった者（元役員）とす
ることができるものとし、その場合は「備
考」欄にその理由を記⼊。
証明者は当時の会社名、当時の役職及び⽒名
を記⼊する。
（○○株式会社 元役員○○ ○○等）

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.常勤役員を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

許可申請の場合は「届出者」を消し、変更
届として使⽤する場合は「申請者」を消す。

複数の許可を受けている場合は、現在有
効な許可⽇のうち最も古いものを記⼊。
新規、許可換え新規の場合は記載しない。

姓と名の間は1カラム空ける。

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。



別紙一

記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

令和 3 氏　名　

なし

日

日

日 国交　一郎2 月 3年

月

日

現在に至る

3

年

年

月

日

1

月

日

月

月

月

日

従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

四国建政工業（株）　入社
31

日

日

期　　　　　　間

至

自

24

4自平成

取締役

常勤役員等の略歴書

（用紙Ａ４）

日生昭和 年55 11

香川県高松市浜ノ町７２－９

生 年 月 日国交　一郎 11 月

現 住 所

氏 名

職 名

年 月

年 日

日至

賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容年　　　月　　　日

日年

　上記のとおり相違ありません。

日年 月

　

月

年

四国建政工業（株）　○○部長（財務担当）

四国建政工業（株）　営業部長

日

四国建政工業（株）　○○部長（労務担当）

日

日

日

日

日
四国建政工業（株）　取締役就任

罰
日年 月

月

年 月

日

日

日

日

日

日

年

月

月

月

年

日

日

日

日

日

日

日

年

年

年

月

月

月

月

月

月

年

年

年

年 月

日月年

至

自

自

賞

至歴

自

自

至

自

至

至

自

自

至

年

年

年

年

3

4平成 19

平成

1年

自

至

至

自

31

月

月

月

月

31

31

年

年

至

自

至

31

月

月

月

職

年

年

年

至

3

3

4

令和 30

30平成

年

年

年

24

月

3 月

自

31

1

31

1

4 月

至

自

平成 28

平成 28

年

19

申請時における役職名を記⼊。
（例：代表取締役、取締役）

現住所は、住⺠票の住所を記載しますが、
住⺠票の住所と居所が異なる場合は、連記
します。

現在に⾄るまでの職歴を記⼊する。
特に建設業に関するものはすべて記⼊する。

建設業の⾏政処分及び⾏政罰はもちろんの
こと、その他の賞罰についても記載するも
のとし、該当がなければ「なし」と記⼊。



（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

令和 年 月 日
四国地方整備局長

殿

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

知事

北海道開発局長

四国地方整備局長

項 番

10 11 13

変 更

3

の 年 月 日

大臣
コード

知事

5

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

3

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

－

15

1 0
国土交通大臣

3 0（
般

3 5 号 平成0許可
特

1

2 33

香川県高松市サンポート３－３３

代表取締役　国交　太郎

(1)
(2)

届出者

証明者

申請者 四国建政工業　株式会社

の常勤の役員

本 人

の 支 配 人

平成

33 2

代表取締役　四国　一郎

株式会社　瀬戸内

香川県丸亀市土器町東７－１５０

（第一面）

元役員

29 1 3

取締役

平成

(1)
(2)

26 2

役 職 名 等

備 考

証明者と被証
明者との関係

経 験 年 数

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

２

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

０ ００ ０

氏名のフリガナ

3

シ コ１ ９

知事

記

3 0 年 月許 可 番 号 １ ８ 0 0 2）第 4

氏 名

3 5

２ １

住 所

16

52 11 2

18

日月年国 　 二 郎四

3

氏 名

5

２ ０

14

年

13

生 年 月 日 H

14

高松市牟礼町牟礼１５４５

0

10

生 年 月 日

1310

日

16 18

月

日50

20

規則第７条第1号ロ（２）該当の場合 提出前に別途個別認定を受ける必要があります
【記載例は2社での経験を有する場合（建設業以外）】

代表取締役、
取締役、事業
主等経験期間
中の被証明者
の役職名を記
⼊。

証明者の⽴場からみた被証明
者との関係を記⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が常勤役員とし
ての経験を有した年数を
記⼊。

証明者は、証明しようとする期間、被証明者
が在籍していた法⼈の代表者⼜は個⼈事業主
が該当する。
ただし、法⼈解散等の場合には、被証明者

と同等以上の役職にあった者（元役員）とす
ることができるものとし、その場合は「備
考」欄にその理由を記⼊。
証明者は当時の会社名、当時の役職及び⽒名
を記⼊する。
（○○株式会社 元役員○○ ○○等）

不要なものは消す。

姓と名の間は1カラム空ける。

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.常勤役員を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

複数の許可を受けている場合は、現在有
効な許可⽇のうち最も古いものを記⼊。
新規、許可換え新規の場合は記載しない。

許可申請の場合は「届出者」を消し、変更
届として使⽤する場合は「申請者」を消す。



（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

令和 年 月 日
四国地方整備局長

殿

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ２ １

3 5 10 13 14 16

月

5 日

住 所
高松市牟礼町牟礼１５４５

H 0 2 年 1 1生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 四 国 　 二 郎

3 5 10 13 14 16

月 2

氏名のフリガナ １ ９ シ コ

5 日
知事 特

記

3

0 年 1 0 月 03 4 5 号 平成 3許 可 番 号 １ ８ 0 0

3 5 10

0 ）第 0 1 2
国土交通大臣

許可（
般

－ 3

11 13 15

変 更

の 年 月 日

大臣
コード

知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3 （１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

知事 届出者 代表取締役　国交　太郎

項 番 3

四国地方整備局長 香川県高松市サンポート３－３３

北海道開発局長 申請者 四国建政工業　株式会社

の常勤の役員
(1)
(2)

本 人

の 支 配 人

3 2 3

3 2 3

香川県高松市サンポート３－３３

四国建政工業　株式会社

証明者 代表取締役　国交　太郎

証明者と被証
明者との関係 役員

備 考

3 1 3

（第一面）

(1)
(2)

役 職 名 等 取締役

経 験 年 数 平成 29 2 令和

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

21

規則第７条第1号ロ（２）該当の場合 提出前に別途個別認定を受ける必要があります
【記載例は2社での経験を有する場合（建設業者）】

代表取締役、
取締役、事業
主等経験期間
中の被証明者
の役職名を記
⼊。

証明者が申請
者以外の建設
業者である場
合は、経験年
数に記載した
期間の許可番
号、建設業許
可年⽉⽇、許
可業種を「備
考」欄に記載。

証明者の⽴場からみた被証明
者との関係を記⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が常勤役員とし
ての経験を有した年数を
記⼊。

証明者は、証明しようとする期間、被証明者
が在籍していた法⼈の代表者⼜は個⼈事業主
が該当する。
ただし、法⼈解散等の場合には、被証明者

と同等以上の役職にあった者（元役員）とす
ることができるものとし、その場合は「備
考」欄にその理由を記⼊。
証明者は当時の会社名、当時の役職及び⽒名
を記⼊する。
（○○株式会社 元役員○○ ○○等）

不要なものは消す。

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.常勤役員を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

許可申請の場合は「届出者」を消し、変更
届として使⽤する場合は「申請者」を消す。

複数の許可を受けている場合は、現在有
効な許可⽇のうち最も古いものを記⼊。
新規、許可換え新規の場合は記載しない。

姓と名の間は1カラム空ける。

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。



別紙二

記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

3 日 氏　名　 四国　二郎
　

令和 3 年 2 月

　上記のとおり相違ありません。

月 日

年

罰
年

月 日

年 月 日

賞
年 月 日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

年 月 日 なし

至 年 月 日

自 年 月 日

月 日

至 年

自 年

月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

月 日

歴 至 年

自 年

月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

月 日
現在に至る

至 年

職 自 年

月 日

四国建政工業（株）　取締役　就任　　（建設業２年）
至 年 月 日

自平成 1 年 10 月 1 日

（株）徳島不動産　取締役　就任　（不動産業３年）
至令和 1 年 9 月 30 日

自平成 28 年 10 月 1 日

四国建政工業（株）　営業部長
至平成 28 年 3 月 31 日

自平成 25 年 4 月 1 日

月 1 日
四国建政工業（株）　入社

至平成 25 年 3

自平成 22 年 4

月 31 日

職 名 取締役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

現 住 所 香川県高松市牟礼町牟礼１５４５

氏 名 四国　二郎 生 年 月 日 平成 2 年 11 月

（用紙Ａ４）

常勤役員等を直接補佐する者の略歴書

25日生

22

規則第７条第1号ロ（２）該当の者の略歴書記載例
【記載例は2社での経験を有する場合】

現住所は、住⺠票の住所を記載しますが、
住⺠票の住所と居所が異なる場合は、連記
します。

申請時における役職名を記⼊。
（例：代表取締役、取締役）

現在に⾄るまでの職歴を記⼊する。
特に建設業に関するものはすべて記⼊する。

建設業の⾏政処分及び⾏政罰はもちろんの
こと、その他の賞罰についても記載するも
のとし、該当がなければ「なし」と記⼊。



（３）　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

1813 14 16

月

10

氏 名 ２ ６

3 5

住 所

氏 名 　

3 5 10

氏名のフリガナ ２ ４ シ コ

3

香川県高松市寿町５－３

生 年 月 日２ ５ 四 国 太 郎 日5

18

月 2

5 日0

15

9

記

） 平成3 4 5 号第
知事 特

0
国土交通大臣

許可（

5

13 14

0 年 1 0 月

13

3

年 0

16

7S

5 10

0 1 2

11

許 可 番 号

3

２ ３ 0 0
般

－ 3

大臣
コード

知事

北海道開発局長

知事

四国地方整備局長

項 番

変 更

（第二面）

香川県高松市サンポート３－３３

3 2 3

証明者と被証
明者との関係 従業員

備 考

の 年 月 日

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 3 （１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

申請者 四国建政工業　株式会社

届出者 代表取締役　国交　太郎

（用紙Ａ４）

47

役 職 名 等 ○○部長（財務管理、労務管理、業務運営担当）

経 験 年 数 平成 24 4 令和 1 8

23

規則第７条第1号ロ（２）該当の場合 提出前に別途個別認定を受ける必要があります
【記載例は１⼈で財務管理、労務管理、業務運営を担当した経験を有する場合】

○○部⻑（財務管理担当）、
執⾏役員（業務運営担当）等
経験期間中の被証明者の役職
名を記⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が財務管理の業
務を担当する者としての
経験を有した年数を記⼊。

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.常勤役員を直接に補佐する者を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

姓と名の間は1カラム空ける。

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。



　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

住 所
香川県高松市寿町５－３

18

氏 名 ２ ５ 四 国 　 太 郎 生 年 月 日 S 5 7 年 0 9 月 2

日年

5 日

生 年 月 日

1813 14 16

月

10

氏 名 ３ ０

3 5

氏名のフリガナ ２ ４ シ コ
3 5 10

3

3

大臣
コード

知事

5 日0

15

記

） 平成3 4 5 号第
知事 特

0
国土交通大臣

許可（ 0 年 1 0 月

13

3

13 14 16

5 10

0 1 2

11

許 可 番 号

3

２ ３ 0 0
般

－

変 更

（第三面）

香川県高松市サンポート３－３３

3 2 3

証明者と被証
明者との関係 従業員

備 考

の 年 月 日

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ７ 3 （１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

申請者 四国建政工業株式会社

届出者 代表取締役　国交　太郎

北海道開発局長

知事

項 番

（用紙Ａ４）

47

役 職 名 等 ○○部長（財務管理、労務管理、業務運営担当）

経 験 年 数 平成 24 4 令和 1 8

四国地方整備局長

24

規則第７条第1号ロ（２）該当の場合 提出前に別途個別認定を受ける必要があります
【記載例は１⼈で財務管理、労務管理、業務運営を担当した経験を有する場合】

○○部⻑（財務管理担当）、
執⾏役員（業務運営担当）等
経験期間中の被証明者の役職
名を記⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が労務管理の業
務を担当する者としての
経験を有した年数を記⼊。

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.常勤役員を直接に補佐する者を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

姓と名の間は1カラム空ける。

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。



　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

年 月から 年 月まで　満 年 月

令和 年 月 日

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考

　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

住 所
香川県高松市寿町５－３

18

氏 名 ２ ５ 四 国 　 太 郎 生 年 月 日 S 5 7 年 0 9 月 2

日年

5 日

生 年 月 日

1813 14 16

月

10

氏 名 ３ ４

3 5

氏名のフリガナ ２ ４ シ コ
3 5 10

3

3

大臣
コード

知事

5 日0

15

記

） 平成3 4 5 号第
知事 特

0
国土交通大臣

許可（ 0 年 1 0 月

13

3

13 14 16

5 10

0 1 2

11

許 可 番 号

3

２ ３ 0 0
般

－

変 更

（第四面）

香川県高松市サンポート３－３３

3 2 3

証明者と被証
明者との関係 従業員

備 考

の 年 月 日

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １ 3 （１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

申請者 四国建政工業株式会社

届出者 代表取締役　国交　太郎

北海道開発局長

知事

項 番

（用紙Ａ４）

47

役 職 名 等 ○○部長（財務管理、労務管理、業務運営担当）

経 験 年 数 平成 24 4 令和 1 8

四国地方整備局長

25

規則第７条第1号ロ（２）該当の場合 提出前に別途個別認定を受ける必要があります
【記載例は１⼈で財務管理、労務管理、業務運営を担当した経験を有する場合】

○○部⻑（財務管理担当）、
執⾏役員（業務運営担当）等
経験期間中の被証明者の役職
名を記⼊。

証明者が証明できる期間、
被証明者が業務運営の業務
を担当する者としての経験
を有した年数を記⼊。

1.新規、許可換え新規申請の場合
2.常勤役員を直接に補佐する者を変更する場合
3.更新、業種追加、般特新規申請の場合

姓と名の間は1カラム空ける。

住⺠票と住所が異なる場合は、現住所（居所）を記⼊。



別紙二

記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

（用紙Ａ４）

常勤役員等を直接補佐する者の略歴書

25日生

職 名 ○○部長（財務管理、労務管理、業務運営担当）

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

現 住 所 香川県高松市寿町５－３

氏 名 四国　太郎 生 年 月 日 昭和 57 年 9 月

月 1 日
四国建政工業（株）　入社

至平成 24 年 3

自平成 21 年 4

月 31 日

四国建政工業（株）　○○部長（財務管理、労務管理、業務運営担当）
至平成 年 月 日

自平成 24 年 4 月 1 日

現在に至る
至令和 年 月 日

自平成 年 月 日

至 年 月 日

自平成 年 月 日

月 日

至 年

職 自 年

月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

月 日

歴 至 年

自 年

月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

月 日

至 年

自 年

月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

年 月 日 なし

賞
年 月 日

年 月 日

　上記のとおり相違ありません。

月 日

年

罰
年

月 日

3 日 氏　名　 四国　太郎
　

令和 3 年 2 月
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現住所は、住⺠票の住所を記載しますが、
住⺠票の住所と居所が異なる場合は、連記
します。

申請時における役職名を記⼊。
（例：○○部⻑（財務管理当）、
執⾏役員（労務管理担当））

現在に⾄るまでの職歴を記⼊する。
特に建設業に関するものはすべて記⼊する。

建設業の⾏政処分及び⾏政罰はもちろんの
こと、その他の賞罰についても記載するも
のとし、該当がなければ「なし」と記⼊。



様式第七号の三（第三条、第七条の二関係）

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があつたので、提出します。

殿

許可年月日

（営業所毎の保険の加入状況）

人

保険の加入状況
事業所整理記号等

厚生年金保険

○○健康保険組合

３７０１２３４５６７８０００雇用保険

本店一括

本店一括

健康保険

厚生年金保険

０１シコク－０１２３４

健康保険

厚生年金保険

3

1 1

3

本店

営業所の名称 従業員数

35 人

東京営業所

人）3

0 人）

人

人）

20

人

（

（

（

（ 人）

人）

人

北海道開発局長
知事

国土交通大臣
許可（

般
－

四国地方整備局長

知事 特
許 可 番 号

（用紙Ａ４）

月 日

印

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

令和 3 年 2 3

香川県高松市サンポート３－３３
四国地方整備局長

四国建政工業　株式会社申請者

健康保険

1

3

30 10 月 5 日第 012345 号 平成） 30 年

雇用保険 本店一括

雇用保険

人）

合計 55 人

届出者 代表取締役　国交　太郎

（

（ 3

雇用保険

健康保険

厚生年金保険

健康保険

雇用保険

厚生年金保険

雇用保険

厚生年金保険

健康保険

不要な記載は削除。

新規、許可換え新規
申請の場合は、許可
番号の欄は空欄

該当するものに○をつける。

営業所⼀覧表に記載
した順に記載。

役員を含めすべての⼈数
（建設業以外に従事する
者を含む）を記載。括弧
内は役員の⼈数を内数と
して記載。

事業所整理番号及び事業所番
号、労働保険番号等を記載。
(健康保険組合の場合は健康
保険組合名を記載。)

・適⽤事業所は「１」
・適⽤除外は「２」
・⼀括適⽤の承認に係る営業所は
「３」を記載。

<事業所整理記号等について>
・健康保険法第３４条第１項の規定による⼀括適⽤の承認に係る営業所については、「本店(○○⽀店等)⼀括」と記載すること。
・厚⽣年⾦保険法第８条の２第１項の規定による⼀括適⽤の承認に係る営業所については、「本店(○○⽀店等)⼀括」と記載す
ること。
・労働保険の保険料の徴収等に関する法律(昭和４４年法律第８４号)第９条の規定による継続事業の⼀括の認可に係る営業所に
ついては、「本店(○○⽀店等)⼀括」と記載すること。
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申請⽇を記⼊。



（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

日

17

８

水具

（新所属）
営業所の名称

営業所の名称
（旧所属）

通 園防

生年月日

東京営業所

営業所の名称
（旧所属）

消内 機 絶 井

15

月

18 20

年

日8 1

通

７
15

 

機

18 20

0 月 6

17

８

 

井 具

 

園

生年月日

30

清

3 年

 

15

水 消

  

0H

解清
30

本店

解

 

17

（ 旧 所 属 ）
営業所の名称

８

33 2

年 月1 2生年月日 H 日50 2 1

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。

（用紙Ａ４）

０ ０ ０

専任技術者証明書（新規・変更）

３０

様式第八号（第三条関係）

5

コッコウジロウ
103

項 番 フリガナ

記

2015 18

日

15

月

13

香川県高松市香川県高松市サンポート３－３３
四国建政工業　株式会社
代表取締役　国交　太郎届出者

申請者

平成 年号

10 11

　氏 名 ６ ３ ッ 国 交

5

－
国土交通大臣

知事

3

大臣
知事

コード

20

特
）第許可（

般

コ 二 郎
絶

  

機

   

10

   

屋 電 管 鋼 通防 内ガ
15

しゆ筋 舗

 

板 塗

     

タと

9  

解清水 消
30

    

25

井 具園

     

石

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

専 任 技 術 者
の 住 所

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

しゆ

15

舗筋

５
11

2520

有 資 格 区 分 ６ ５

建設工事の種類
現在担当している

3

１ ２
5

３ ４
7 9 15

６
13

７

5

フリガナ

3

土 建 大 左

3

板 ガ

7 92

５ ６
11 13

10

４

塗

項 番

６ ４

６ ３

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

６ ５有 資 格 区 分

専 任 技 術 者
の 住 所

氏 名

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

営業所の名称
（新所属）東京都小平市喜平町２－２－１

0 22

と
10

石 屋 電 管 タ 鋼

5

３
7 9

0 1 1 3

１ ２
3 5

   

25

絶

７
15

６

営業所の名称
（ 新 所 属 ）

屋 電

10

石
15

   

板

 

10

 9    7

管 タ 鋼 筋 しゆ舗

    

20

ガ 塗 防 内

3 5

四 国 　 三

シコクサブロウフリガナ

シ コ 郎

１

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

高松市牟礼町牟礼１５４５

５
11

４
9

３
7

専 任 技 術 者
の 住 所

13

２
5

有 資 格 区 分

建設工事の種類
現在担当している

６ ５

3

2 9

9

６ ３

北海道開発局長

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号
建設業法第15条第２号

許 可 番 号 ６ ２

区 分

項 番 3

６ １ 1

四国地方整備局長

知事

項 番

現在担当している
建設工事の種類

9

5

  9

建 大 左 と土

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

氏 名

６ ４

3

６ ４

土 建 大
3 5

    

左

「⼀般建設業」の場合は下段を「特定建設業」の場合
は上段を消す。両⽅、申請する場合は消さない。

新規・許可換え新規申請の記載例

（1）を
○で囲む。

不要な⽂字
は消す。

「1」を記⼊。
「届出者」を削除する。

姓の最初から記⼊し、
濁点・半濁点も含ん
で1字とする。

住⺠票と住所が異なる場合
は、現住所（居所）を記⼊。

⻩枠内の欄は記⼊しない。

28

項番64、65は
別表（⼆）有
資格コード⼀
覧表を参考に
該当するコー
ド番号を記⼊。

当該技術者が配置され
ている営業所の名称を
記⼊。



（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（新所属）
営業所の名称

営業所の名称
（旧所属）

専 任 技 術 者
の 住 所

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

６ ５有 資 格 区 分

専 任 技 術 者
の 住 所

氏 名

日1

井 具園通絶防 内 機

  

  

 

 

10

シコクサブロウフリガナ

郎 生年月日

高松市牟礼町牟礼１５４５
専 任 技 術 者
の 住 所

項 番

氏 名

3 5

四 国 　 三シ コ６ ３

30

清

3 年

水 消

0H

日H 50 2 1

20

月 6

 

  

  

17

８

 

 1  

25

17

８７
15

本店

本店

（ 旧 所 属 ）
営業所の名称

営業所の名称
（ 新 所 属 ）

8

15 18

0

解

      

20

通防 内 絶機 解清水 消
3025

井 具園

 

  

７
15

1    

   

20

     

17119 1513

８

絶
30

解通 井 水具園 消 清
25

筋 しゆ

15

舗
20

内 機塗板 ガ
10

建設工事の種類
現在担当している

１ ２ ３

53

有 資 格 区 分 ６ ５

3 5 7

５４ ６ ７

土 建 大 左

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

６ ４

６５
11 13

４３
7 9

項 番

６ ３

3

１
5

２

営業所の名称
（旧所属）

営業所の名称
（新所属）

日

18

月

20

年

15

生年月日

東京営業所

と

10

石 屋 電 管 タ 鋼

5

防

0 7 920 221 1 3

フリガナ
3

東京都小平市喜平町２－２－１

  

舗 ガ 塗

  7   

10

9    7

管 タ屋 電石

    
現在担当している
建設工事の種類        

  

鋼 筋

 

15

   

板しゆ

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

６ ４

3

9 9

5

  9

建 大 左 と土

（用紙Ａ４）

33 2

０ ０ ０ ３０

６５
11

北海道開発局長

3

四国地方整備局長

知事

様式第八号（第三条関係）

専任技術者証明書（新規・変更）

建設業法第７条第２号
に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。（１）　下記のとおり、

建設業法第15条第２号

項 番
代表取締役　国交　太郎

香川県高松市サンポート３－３３
四国建政工業　株式会社

届出者
申請者

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

有 資 格 区 分 ６ ５ 2 9

13

 

10

    9   

3 5

   

筋 塗

 

ガ
15

しゆ板

     

建設工事の種類
現在担当している

２ ４
9

３
753

１

3

0

区 分

大臣
知事

コード

許 可 番 号 ６ ２

６ １ 1

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

６ ４

項 番

国土交通大臣
知事

10

3

5

2015 18

平成

15

日0 月 0 51

13

3 0 年

11

2

舗

二　
左 石 屋 管 鋼タと

郎

－

5

コッコウジロウ
103

フリガナ

2年 月1

号54

生年月日

0

記

電土 建 大

氏 名 コ６ ３ ッ 国 交

許可
特

3 0 ）第 0 1（
般

「⼀般建設業」の場合は下段を「特定建設業」
の場合は上段を消す。両⽅、申請する場合は消
さない。

般特新規申請の記載例
例：現在、⼀般建設業の許可のみ受けており、特定建設業の許可の申請をする場合。

現在、特定建設業の許可のみ受けており、⼀般建設業の許可の申請をする場合

（1）を
○で囲む。

不要な⽂
字は消す。

「1」を記⼊。 「届出者」を削除する。

姓の最初から記⼊し、
濁点・半濁点も含ん
で1字とする。

当該技術者が配置されて
いる営業所の名称を記⼊。

⻩枠内の欄は記⼊しない。

当該技術者が、現在専
任の技術者である場合
に記⼊する。

当該技術者が、現在専
任の技術者でない場合
には記⼊しない。

複数の許可を受けている場合は、現在有
効な許可のうち最も古いものを記⼊。
新規、許可換え新規の場合は記載しない。

当該技術者が、現在専
任の技術者である場合
に記⼊。

項番64、65は
別表（⼆）有
資格コード⼀
覧表を参考に
該当するコー
ド番号を記⼊。

専任の技術者となる建設
業に係る資格のみ記⼊。

29

住⺠票と住所が異なる場合
は、現住所（居所）を記⼊。



（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

令和 年 月 日

四国地方整備局長

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和 年 月 日

（新所属）
営業所の名称

営業所の名称
（旧所属）

専 任 技 術 者
の 住 所

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

６ ５有 資 格 区 分

専 任 技 術 者
の 住 所

氏 名

日1

井 具園通絶防 内 機

  

  

 

 

10

シコクサブロウフリガナ

郎 生年月日

高松市牟礼町牟礼１５４５
専 任 技 術 者
の 住 所

項 番

氏 名

3 5

四 国 　 三シ コ６ ３

30

清

3 年

水 消

0H

日H 50 2 1

20

月 6

 

  

  

17

８

 

   

25

17

８７
15

本店

本店

（ 旧 所 属 ）
営業所の名称

営業所の名称
（ 新 所 属 ）

8

15 18

0

解

      

      

20

通防 内 絶機 解清水 消
3025

井 具園

 

  

 1

７
15

    

  1

20

 

    

    

17119 1513

８

絶
30

解通 井 水具園 消 清
25

筋 しゆ

15

舗
20

内 機塗板 ガ
10

建設工事の種類
現在担当している

１ ２ ３

53

有 資 格 区 分 ６ ５

3 5 7

５４ ６ ７

土 建 大 左

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

６ ４

６５
11 13

４３
7 9

項 番

６ ３

3

１
5

２

営業所の名称
（旧所属）

営業所の名称
（新所属）

日

18

月

20

年

15

生年月日

東京営業所

東京営業所

と

10

石 屋 電 管 タ 鋼

5

防

0 7 920 221 1 3

フリガナ
3

東京都小平市喜平町２－２－１

  

舗 ガ 塗

  7   

10

9    7

管 タ屋 電石

    
現在担当している
建設工事の種類 9 9   9   

  

鋼 筋

 

15

   

板しゆ

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

６ ４

3

9 9

5

  9

建 大 左 と土

（用紙Ａ４）

33 2

０ ０ ０ ３０

６５
11

北海道開発局長

3

四国地方整備局長

知事

様式第八号（第三条関係）

専任技術者証明書（新規・変更）

建設業法第７条第２号
に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。（１）　下記のとおり、

建設業法第15条第２号

項 番
代表取締役　国交　太郎

香川県高松市サンポート３－３３
四国建政工業　株式会社

届出者
申請者

変 更 、 追加 又は
削 除 の 年 月 日

有 資 格 区 分 ６ ５ 2 9

13

31

 

10

   

     

 9   

3 5

   

       

筋 塗

 

ガ
15

しゆ板

     

建設工事の種類
現在担当している

２ ４
9

３
753

１

9  

3

   

0

区 分

大臣
知事

コード

許 可 番 号 ６ ２

６ １ 1

今 後 担 当す る建
設 工 事 の 種 類

６ ４

項 番

国土交通大臣
知事

10

3

5

2015 18

平成

15

日0 月 0 51

13

3 0 年

11

2

舗

二　
左 石 屋 管 鋼タと

郎

－

5

コッコウジロウ
103

フリガナ

2年 月1

号54

生年月日

0

記

電土 建 大

氏 名 コ６ ３ ッ 国 交

許可
特

3 0 ）第 0 1（
般

「⼀般建設業」の場合は下段を「特定建設
業」の場合は上段を消す。両⽅、申請する場
合は消さない。

業種追加申請の記載例
例：「管」について本店と東京営業所で追加をする場合。

（1）を
○で囲む。

不要な⽂字
は消す。

「1」を記⼊。

「届出者」を削除する。

姓の最初から記⼊し、
濁点・半濁点も含ん
で1字とする。

当該技術者が配置されて
いる営業所の名称を記⼊。

⻩枠内の欄は記⼊しない。

当該技術者が、現在専任
の技術者である場合に記
⼊する。

当該技術者が、現在専
任の技術者でない場合
には記⼊しない。
現在専任の技術者であ
れば記⼊。

複数の許可を受けている場合は、現在有効
な許可のうち最も古いものを記⼊。
新規、許可換え新規の場合は記載しない。

当該技術者が、現在専
任の技術者である場合
に記⼊。

専任の技術者となる建設
業に係る資格のみ記⼊。

30

項番64、65は
別表（⼆）有
資格コード⼀
覧表を参考に
該当するコー
ド番号を記⼊。

住⺠票と住所が異なる場合
は、現住所（居所）を記⼊。



様式第九号（第三条関係）

下記の者は、 工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

年 月 日

合計 満 年 月

記載要領

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成すること。

　２　「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名等を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

工事主任

工事主任

工事主任

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

工事主任

技 術 者 の 氏 名

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称

職 名

四国建政工業　株式会社

四国　三郎

実 務 経 験 の 内 容

高松マンション管工事　他２３件

平成 3 8 16生年月日 年

高松第二ビル管工事　他２５件

境でマンション管工事

高松第三ビル管工事　他２２件 30 月から

平成 31 年 4 月から

平成平成

令和

4年

実　　務　　経　　験　　証　　明　　書

管

証 明 者

記

被証明者との 関係

月まで

1

月まで

月まで年

月まで

年

年

月まで

月まで

月まで

月まで

月まで

月まで

月まで

月まで

月まで

3

8

3

3

月から

月から

年

年

年

月から年

月から

年

年

月から

香川県高松市サンポート３－３３

四国建政工業　株式会社

社員

25
使用された
期 間

月 日

年

年

月ま
で

3令和 32

代表取締役　国交　太郎

4

実　 務　 経　 験　 年　 数

428 月から 29平成平成 年

平成年平成 月から29

平成

令和 年1

年

年 月から

月から年

月から

月から

月から

月から

年

年

年

年

年

（用紙Ａ４）

月か
ら

年

年

年

年

年

年

年

31

30

1

8

年 月まで3

月まで

4

証明しようとする建設⼯事
の種類を記⼊。

証明⽇を記⼊。

実務経験年数の合計
を記⼊する。

実務経験を得た当時の商号⼜は名称を
記⼊。個⼈の場合は個⼈名（ただし、
屋号を登記している場合は屋号）を記
⼊。

「実務経験の内
容」の欄に記載さ
れた建設⼯事に従
事したときの職名
を記載する。

例：○○係⻑、
○○課⻑ 等

使⽤者と証明者が異なる場合の理由を記⼊。
例：令和○年○⽉ 会社解散のため

令和○年○⽉ 事業主死亡のため 等

法⼈の解散等の理由により元役員が証明者となる
場合、法⼈の解散、証明者が役員であったことが
確認出来る閉鎖事項証明書を添付すること。

証明者の⽴場からみた被証明者との関係を
記⼊。
例：役員、社員 等

実際に雇⽤され
ていた期間を記
⼊。

通年にわたり建設⼯事の経験がない場合は、１件毎に⼯事を積
み上げて記⼊する。その場合、その⼯事が⽉の初⽇から⽉の末
⽇までの⼯期となる場合を除き、年数の積み上げは⽚落ち計算
となる。
（例：平成31年4⽉〜令和元年5⽉ → 1ヶ⽉の経験）

通年にわたり建設⼯事の経験がある場合は、その年の代表
的な⼯事の件名を記⼊し、その他の⼯事は「他○件」とし
て件数を記⼊し、1年分を⼀⾏にまとめて記⼊することが
できる。

ここに記載した年
数の合計年数が
「合計」となる。

31



様式第十号（第十三条関係）

下記の者は、 工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

年 月 日

年 月から

合計 満 年 月

記載要領

　２　「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

年

年

月まで

年

月まで年

（用紙Ａ４）

3

1

7 月まで

10

年

年

月まで

月まで

年

月まで年 8

月まで年

月まで年

月まで

2

7

月まで

月まで

年

月まで

年

年 2

　　１件ごとに記載すること。

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円

12

　　以上の建設工事（平成6年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月1日前の建設工事にあつては1,500万円以上のもの）

年 月から

年 月から

年 月から

月まで

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書

とび・土工・コンクリート

23令和

期 間

4

香川県高松市サンポート３－３３

22

社員

四国建政工業　株式会社

被証明者との関係

証 明 者

5令和 1 年

代表取締役　国交　太郎

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称 四国建政工業　株式会社 月まで

実　 務 　経　 験　 年　 数

技 術 者 の 氏 名

記

使用された土佐　二郎 5昭和生 年 月 日 63 10年 月 日 平成

千円

千円

発 注 者 名 職　　　　名 実　務　経　験　の　内　容請負代金の額

28

10 28

月まで

30平成

平成

平成30月から

月から

45,000

48,000 千円

51,000 千円

46,000

62,000 千円

千円

千円

平成28

四国ビル玄関コンクリート工事

Ｃ邸敷地造成工事

29

29年

（株）四国組

工事課長

工事課長

四国建工（株）

46,000 千円

55,000 千円

工事課長

工事課長

工事課長

工事課長

（株）土佐道路

（株）高松土木

中国建築（株）

（株）四国組

四国商事株

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

千円

千円

千円

千円

千円

年

年6

平成

28平成年

29月から

月から

年 11

讃岐アパート敷地盛土及び基礎工
事

Ｂ邸車止め設置工事

平成28

29

Ａ邸車止め設置工事 月から

高松ビル玄関スロープ設置工事

平成 平成

月から3 平成平成28年

27年

年 9

4平成

平成

工事課長
高松アパート敷地盛土及び基礎工
事

平成30年

年

5

月から

月から

月から

月から

月から

年

年

証明者の⽴場からみた被証明者との関係を記⼊。
例：役員、社員 等

証明者は、証明しようとする期間、被証明者が在籍していた法⼈の代表者⼜
は個⼈事業主が該当する。
ただし、法⼈解散等の場合には、被保険者と同等以上の役職にあった者（元
役員）とすることができるものとし、その場合は「使⽤者の証明を得ること
ができない場合はその理由」欄にその理由を記⼊。証明者は当時の会社名、
当時の役職及び⽒名を記⼊し、個⼈印を押印する。（○○株式会社 元役員
○○○○ 等）

請負契約書等により従事した建設⼯事の具
体的な名称を、経験の内容が明らかになる
ように記⼊。

税込みの⾦額を記⼊。

元請⼈として直接請
け負った契約の相⼿
⽅の名称を具体的に
記⼊。

使⽤者と証明者が異なる場合の理由を記⼊。
例：令和○年○⽉ 会社解散のため

令和○年○⽉ 事業主死亡のため 等 各⼯事の期間の合計を記⼊
し、2年以上になること。

⼯事施⼯
期間は重
複しない
こと。

⼯期が⽉の初⽇から⽉の末⽇までとなる場合を除き、
各経験年数の始まりの⽉は計算せず、⽚落ち計算する。
（例：平成30年5⽉〜平成30年8⽉は3ヶ⽉となる。）

この証明書が必要とされる技術者は、特定建設業の許可を受けよ
うとする者で、法第15条第2号の「ロ」に該当する者です。
すなわち、⼀般建設業の許可を受けるに必要な技術者としての要
件を備えており、かつ、許可を受けようとする建設業に係る建設⼯事
で、発注者から直接請け負い、その請負代⾦の額が4,500万円以
上であるものに関して、2年以上の指導監督的な実務の経験を有
する者に限られます。（指定建設業である「⼟、建、電、管、鋼、舗、
園」の建設業の7業種を除く）

この証明書は、特定建設業を受けようとする者のうち、指導監督的実務経験
により営業所の専任の技術者となる場合に必要です。

32

証明しようとする建設
⼯事の種類を記⼊。

証明⽇を記⼊。

実務経験を得た当時の商号⼜は名称を記⼊。
個⼈の場合は個⼈名（ただし、屋号を登記
している場合は屋号）を記⼊。

実際に雇⽤され
ていた期間を記
⼊。



四国　三郎

氏 名
営業所の名称 職　　　　　名

東京営業所
シコク　　サブロウ

東京営業所長

フリ ガナ

（用紙Ａ４）

建　設　業　法　施　行　令　第　３　条　に　規　定　す　る　使　用　人　の　一　覧　表

様式第十一号（第四条関係）

月 3 日令和 3 年 2

営業所⼀覧（別紙⼆（1）
⼜は（2））に記⼊した順
に記⼊する。
主たる営業所以外の営業
所は全て記⼊する。

役員を兼ねている場合は、
「取締役○○営業所⻑」
等と記⼊。

ここに記載した内容（営業所の名称、職名、⽒名）は、
様式第13号の記載内容と⼀致する。

33

申請⽇を記⼊。



　　　

記載要領

　１　「

　２　法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の

　　　５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。

　３　株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

　４　顧問及び相談役については、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

　５　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　６　様式第７号別紙又は様式第７号の２別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。

（用紙Ａ４）

香川県高松市福岡町４－２６－３２

許可申請者

法定代理人の役員等

法 定 代 理 人

本 人

法 人 の 役 員 等

の住所、生年月日等に関する調書

代表取締役

国交　太郎 生 年 月 日 日生月 2150 年 5昭和

月

日月年

年

様式第十二号（第四条関係）

役 名 等

住 所

氏 名

法定代理人の役員等

法 定 代 理 人

本 人

法 人 の 役 員 等

」

3

については、不要のものを消すこと。

2年

月

日

日

罰

　上記のとおり相違ありません。

年

年 月

賞

なし日

年 日月

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

国交　太郎氏　名　月 3令和 日
　

不要な記載は削除。
申請者が法⼈の場合は「法
⼈の役員」に該当する。

建設業の⾏政処分及び⾏政罰は
もちろんのこと、その他の賞罰
についても記載することとし、
該当がなければ「なし」と記⼊。

申請時における職名を記⼊。
例：代表取締役、取締役

令3条に規定する使⽤⼈も兼ね
ている場合はその職名も記⼊。
例：取締役東京営業所⻑ 等

34



記載要領

　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

賞

年
罰

年

年

日

日

日

日

月

住 所

様式第十三号（第四条関係）

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

氏 名

東京都小平市喜平町２－２－１

生 年 月 日四国　三郎 平成

（用紙Ａ４）

3 168 月 日生年

職 名 東京営業所長

営 業 所 名 東京営業所

月

月

賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

なし

年　　　月　　　日

日年 月

四国　三郎氏　名　3 日月令和 3 2

月

年
　

　上記のとおり相違ありません。

年

建設業の⾏政処分及び⾏政罰は
もちろんのこと、その他の賞罰
についても記載することとし、
該当がなければ「なし」と記⼊。

所属する営業所名を記⼊。
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株式会社にあっては、株数を記
載する時は「○○株」とし、そ
の他の法⼈にあっては、出資の
価格を記載する時は「○○円」
と、その単位を記⼊。

株主⼜は出資者が法⼈である場
合には、その商号⼜は名称を、
個⼈である場合にはその者の⽒
名を記⼊。

株式会社にあっては、登記事項証明書
（商業登記簿）の発⾏済株式総数の100
分の5以上を有する株主は、別紙⼀の
「役員等の⼀覧表」に株主等として記載
すること。
（様式第⼗⼆号の提出も必要。）
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決算⽇を記⼊。

千円単位で表⽰。
ただし、会社法に規定する⼤会
社にあっては、百万円単位を
もって表⽰することができる。

①

②

③

④
⑤＝②+③+④

⑥
⑦＝①+⑤+⑥

37



様式第⼗七号「株主資本等変
動計算書」の純資産合計額と
⼀致する。

様式第⼗七号
「株主資本等
変動計算書」
の当期末残⾼
の各数値と⼀
致する。

⑧

⑨
⑩＝⑧+⑨

⑪
⑫

⑬

⑭
⑮
⑯
⑰＝⑪+⑫+⑬+⑭＋⑮+⑯

⑱
⑲＝⑰+⑱
⑳＝⑩+⑲

⑦と⑳は⼀致する。
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直前３年の各事業年度に
おける⼯事施⼯⾦額（様
式第三号）の合計額と⼀
致する。

完成⼯事原価報告書の完
成⼯事原価の額と⼀致す
る。

様式第⼗七号「株主資本等変
動計算書」の当期純利益と⼀
致する。

①
②

④
⑤

⑦
⑧

⑩

⑫

⑬

⑮

⑯

⑱

千円単位で表⽰。
ただし、会社法に規定する⼤
会社にあっては、百万円単位
をもって表⽰することができ
る。

事業年度を記⼊。

③＝①+②

⑥＝④+⑤

⑨＝③－⑥＝⑦+⑧

⑪＝⑨－⑩

⑭＝⑪+⑫－⑬

⑰＝⑭+⑮－⑯

⑲＝⑰－⑱
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経費のうち従業員給与⼿当、
退職⾦、法定福利費及び福利
厚⽣費を計上する。

⑳（⑳＝④）

科 ⽬ 摘 要
材料費 ⼯事のために直接購⼊した素材、半製品、製品、材料貯蔵品勘定

等から振り替えられた材料費。（仮設材料の損耗額等を含む。）
労務費 ⼯事に従事した直接雇⽤の作業員に対する賃⾦、給料及び⼿当等。

⼯種・⼯程別等の⼯事の完成を約する契約でその⼤部分が労務費
であるものは、労務費に含めて記載することができる。

（うち労務外注
費）

労務費のうち、⼯種・⼯程別等の⼯事の完成を約する契約でその
⼤部分が労務費であるものに基づく⽀払額。

外注費 ⼯種・⼯程別等の⼯事について素材、半製品、製品等を作業とと
もに提供し、これを完成することを約する契約に基づく⽀払額。
ただし、労務費に含めたものを除く。

経費 完成⼯事について発⽣し、⼜は負担すべき材料費、労務費及び外
注費以外の費⽤で、動⼒⽤⽔光熱費、機械等経費、設計費、労務
管理費、租税公課、地代家賃、保険料、従業員給料⼿当、退職⾦、
法定福利費、福利厚⽣費、事務⽤品費、通信交通費、交際費、補
償費、雑費、出張所等経費配賦額等。

（うち⼈件費） 経費のうち従業員給料⼿当、退職⾦、法定福利費、福利厚⽣費。
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前
期
の
貸
借
対
照
表
の
「
純
資
産

の
部
」
の
各
数
値
と
⼀
致
す
る
。

損
益
計
算
書
の
「
当
期
純
利
益
」

と
⼀
致
す
る
。 当
期
の
貸
借
対
照
表
の
「
純
資
産

の
部
」
の
各
数
値
と
⼀
致
す
る
。
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経営事項審査を受ける場合は
税抜⽅式で記載。

42

株主資本等変動計算書（様式
第⼗七号）の剰余⾦の配当と
⼀致する。

30,000千円



＜記載⽅法＞ 記載を要する注記は、以下のとおりです。
記載要の項⽬には記載を⾏うこと。
【凡例】 ○・・・記載要 ×・・・記載不要

株式会社 持分会社

会計監査⼈設置会
社

会計監査⼈なし

公開会社 株式譲渡制限会社

1 継続企業の前提に重要な疑義を⽣じさせるよう
な事象⼜は状況

○ × × ×

2 重要な会計⽅針 ○ ○ ○ ○

3 会計⽅針の変更 ○ ○ ○ ○

4 表⽰⽅法の変更 ○ ○ ○ ○

5 会計上の⾒積りの変更 ○ × × ×

6 誤謬の訂正 ○ ○ ○ ○

7 貸借対照表関係 ○ ○ × ×

8 損益計算書関係 ○ ○ × ×

9 株主資本等変動書関係 ○ ○ ○ ×

10 税効果会計 ○ ○ × ×

11 リースにより使⽤する固定資産 ○ ○ × ×

12 ⾦融商品関係 ○ ○ × ×

13 賃貸等不動産関係 ○ ○ × ×

14 関連当事者との取引 ○ ○ × ×

15 ⼀株当たり情報 ○ ○ × ×

16 重要な後発事象 ○ ○ × ×

17 連結配当規制適⽤の有無 ○ × × ×

18 その他 ○ ○ ○ ○
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貸借対照表の流動資産の完成
⼯事未収⼊⾦の額と⼀致する。

貸借対照表の流動資産の短期
貸付⾦の額と⼀致する。

貸借対照表の固定資産の⻑期
貸付⾦の額と⼀致する。
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貸借対照表の固定負債の⻑期
借⼊⾦の額と⼀致する。

貸借対照表の流動負債の部の
短期借⼊⾦の額と⼀致する。

附属明細表は、株式会社で、資本⾦の額が1億円超もしくは最終事業年度に係る貸借対照表の負債の部に計上した額の合計額
が200億円以上の会社のみ提出が必要です。
ただし、⾦融商品取引法第24条に規定する有価証券報告書の提出会社にあっては、有価証券報告書の写しをもって附属明細表
の提出に代えることができます。
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事業（建設業以外の業を含
む）を開始した年⽉⽇を記載。

商号⼜は名称、組織の変更、合併⼜は分割、資本⾦額
の変更、営業の休⽌、営業の再開 等について記載。

創業以後最初に許可を取
得した年⽉⽇を記載する。

更新の記載は省略できる。失効や
廃業については記載が必要。

⾏政処分、⾏政罰、その他の罰を
受けた場合等についても記載。賞
罰がなければ「なし」と記⼊。

46

以下について記載すること。
申請の種類（新規・許可換え新規・般特新規・業種追
加）
許可番号
許可を受けた業種（略号可。⼟、建、と・・・等）



「団体の名称」は、建設業法第27条の37の規
定に基づき、国⼟交通省⼜は都道府県に提出
を⾏っている団体が対象となる。
加⼊していない場合は「未加⼊」と記⼊。

47

未加入



記載要領

様式第二十号の三（第四条関係） （用紙Ａ４）

主 　要　 取　 引　 金　 融 　機 　関　 名

株式会社商工組合中央金庫

信 用金庫 ・ 信用 協同 組 合
そ の 他 の 金 融 機 関政 府 関 係 金 融 機 関

普 通 銀 行
長 期 信 用 銀 行

国土銀行　高松支店

　　（例　○○銀行○○支店）

　２　各金融機関とも、本所、本店、支所、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。　　

　１　「政府関係金融機関」の欄は、独立行政法人住宅金融支援機構、株式会社日本政策金融公庫、株式会社日本政策投資銀行等について記載すること。

「政府関係⾦融機関」は独⽴⾏政法⼈住宅⾦
融⽀援機構、株式会社⽇本政策⾦融公庫、株
式会社⽇本政策投資銀⾏等について記載。

本所、本店、⽀所、⽀店、営業所、出張所等
の区分まで記載。（例：○○銀⾏○○⽀店）
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